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高齢化する都市の課題解決を目指して
～「柏市 地域での暮らしと健康に関する調査」～

東京大学高齢社会総合研究機構
特任助教　菅原 育子

東京大学高齢社会総合研究機構は、2011年4月に千葉県柏市にて55歳以上の住民を対象とし
た「地域での暮らしと健康に関する調査」を実施した。本調査は、当機構が柏市、独立行政法人
都市再生機構他と共同で実施しているプロジェクトの一部を成すもので、本調査をベースライ
ンとして今後追跡調査を行いプロジェクトの効果検証を行う計画となっている。本稿執筆中の
2011年4月現在は調査を実施中であるが、この調査の目指すところを中心に、当機構を含むチー
ムが柏市で取り組んでいるプロジェクトの背景と概要、課題を紹介したい。

1.都市部の人口高齢化が示唆する課題
　日本は世界トップクラスの高齢国であり、平
均余命が最も長い長寿の国の一つでもある。我
が国では、これまで高齢化は過疎化や地方の課
題という文脈で議論されることが多かった。し
かし21世紀に入り10年が経過した現在、人口
の高齢化は都市部でも重要な課題となりつつあ
る。例えば都道府県別に2010年と2030年の
65歳以上推計人口数を重ね合わせると、図１の
ように三大都市圏にある都道府県の名前が上位
に続く。現在は比較的「若い」これらの地域でも
2030年には軒並み高齢化率（総人口に占める65
歳以上人口の割合）が30％を超えることが予測
されている。この図を老年推計人口の増加数で
並べ替えても東京都、神奈川県、埼玉県、千葉

県の順になり、首都圏をはじめとする大都市圏
で今後一気に高齢者が増加する。大きな人口を
抱える都市部の高齢化は社会に様々な影響を与
えるであろうし、これまでとは異なる、新しい
課題に各都市が直面する可能性も高い。
　現在既に、都市の中に高齢化率が突出して高
い超高齢地帯が生じている。新聞や雑誌、テレ
ビでは、日常品の買い物に大きな苦労が伴う「買
い物難民」、誰にも看取られず亡くなり暫く経っ
て後に発見される「無縁死」、高齢患者の増加で
パンクしかねない病院などが、高齢化する都市
の歪な姿として紹介されている。同時に、それ
らの問題に立ち上がる地域の住民組織や医師の
姿、新たな縁を築き生活する住民の姿なども紹
介されている。高齢化率のみでいうと、このよ
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うな地域は数十年後の都市全体の姿ということ
になるが、このような既に顕在化しつつある課
題に加え今後どのような問題が生まれてくるの
か、またそれに対応し、更には問題化を防ぐた
めに今何に取り組むべきか、課題は広範囲に渡っ
ている。
　東京大学高齢社会総合研究機構は、社会の高
齢化および個人の長寿化が提示する多領域にま
たがる課題を解決することを目指し、2009年
に東京大学総長室直括委員会の下に設置され
た研究機関である（注1）。多岐にわたる領域の研
究者がチームを組み、社会及び科学の諸課題
に取り組んでいる。当機構が研究プロジェクト
の共通テーマとして掲げているのが「Ag i n g i n 
P l a c e」、すなわち住み慣れた場所や環境のもと
で自分らしく老いることが出来る社会づくりを
目指すことである。実際のコミュニティで生じ
ている課題を分析し、Aging  in  Placeを実現する
ための解決策を実践するため、機構の発足直後
から千葉県柏市で活動してきた。

2.柏市での実証研究プロジェクトの概要
　千葉県柏市は東京都心から約30キロに位置し、
複数の鉄道や幹線道路で都心および近隣県とつ
ながる交通の要衝である。人口約40万の中核市
で、20世紀半ばから人口が急増し、東京のベッ
ドタウンであると同時に広い農地や工業団地も
有する都市として発展してきた。日本の大都市
近郊コミュニティの縮図と言えるのではないだ
ろうか。
　高齢社会総合研究機構は、大学のキャンパス
が柏市内にあるという縁などもあり、発足直後
から柏市での研究活動を進めてきた。2010年5
月には柏市および柏市内に大規模な団地を有す
る独立行政法人都市再生機構の三者で協定を結
び、長寿社会のまちづくりのあり方を検討、実
践する「柏市豊四季台地域高齢社会総合研究会」
が立ち上がった。
　この研究会の主なフィールドとなっているの
が、柏市内でも突出して人口の高齢化が進んで
いる豊四季台団地である。この団地は旧日本住

図１　都道府県別にみた老年人口の推計（2010年、2030年）

（注1） 東京大学高齢社会総合研究機構の詳細は機構ホームページ（http:/ /www. iog .u- tokyo.ac . jp /）を参照いただ
きたい。また、当機構の取組みは以下の書籍にまとめられているのでこちらも参照いただきたい。
東京大学高齢社会総合研究機構（2010）『2030年超高齢未来』. 東洋経済新報社.
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注）国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口（平成19年5月推計）より作成
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宅公団が造成した主に中層住宅から成る団地で、
1964年に入居開始された。40年を経て住宅の
老朽化が進み2004年からは建替え事業が開始
され、2011年現在一部の建替えが進んでいる。
柏市自体は高齢化率約20％と全国の高齢化率
（2009年10月現在22.7%）とほとんど変わらな
いが、豊四季台団地は現在入居者募集を停止し
ていることもあり、高齢化率は2010年10月時
点で40％を超えている。
　三者協定を結んで以来、「柏市豊四季台地域
高齢社会総合研究会」ではこの団地を中心とす
る地域を研究及び実践の主なフィールドに設置
し、独立行政法人都市再生機構が進める団地の
建替え事業とも関わり合いながら長寿社会のま
ちのあり方を模索してきた。住民や地元の関係
者、関係機関と共にAging  in  Place実現のため
の課題の洗い出しを行い、第一にいつまでも元
気で活躍出来るまちづくりを目指し、具体的に
は高齢者の就労の場を地域に確保し企業からの
退職者等が地域とつながり、地域の課題解決に
関与するきっかけを提供する「生きがい就労」創
成プロジェクトを立ち上げた。第二に、年を重
ね何らかの病気や不具合が生じても安心して住
み慣れた地域で暮らし続けることが出来るよう
に、在宅で医療、看護、介護サービスを途切れ
ることなく受けられる地域包括ケアシステムの
整備を目指している。更には、これらのシステ
ムがまちに整備されAging  in  Placeが実現され
るために求められる住まいや街、道路のあり方、
また移動手段のあり方などのハード面について
も同時に議論している。
　この研究会における大学研究チームが担う大
きな役割は、まずは住民の生活の質向上に資す
る社会システムや技術開発を目指すことであり、
人々の生活実態をデータ等に基づきしっかりと
把握した上で、ニーズに合ったシステムや技術、
サービスとはどのようなものか明らかにするこ
とである。また、開発したシステムや技術、サー
ビスの導入が当事者および地域全体にもたらす
効果を科学的に検証し、エビデンスベースの提

言をすることが重要である。

3.「柏市  地域での暮らしと健康に関する調査」
　以上から、研究、実践フィールドである柏市
豊四季台地域在住の55歳以上を対象とする社会
調査を計画した。フィールドである豊四季台地
域と比較するための「統制群」として柏市北部の
他のいくつかの地域も同時に調査の対象として
おり、全体で4つのコミュニティエリアに在住す
る2000名に面接調査法にてアタックした。これ
ら地域に住む中高年者の外出行動や近隣づきあ
いをはじめとする住民の地域とのつながりの実
態把握、および健康状態、健康行動の実態把握
を主な目的としている。同時に、本調査をベー
スラインとして今後同一対象者を追跡してデー
タ収集を行い、予定しているシステムやサービ
スの導入が当該地域で暮らす人々の意識や行動
にいかなる影響を与えるか検証することを目指
している。つまり本調査は、システムやサービ
スの導入という「社会実験」の介入前データとな
り、今後収集を予定している介入後データと比
較することで介入の効果を検証する計画である。

4.柏市2009年調査の結果から
　本調査の大きな関心は、地域における「人と人
のつながり」である。地域につながりをもたない
人が高齢になった時、外出し人と話をする機会
を失い閉じこもり化することはその後の健康の
喪失につながりかねない。更にはその先にある
かもしれない「孤独死」や「無縁死」を防ぐことが
必要である。地域社会としても豊かな経験や知
識を持つ高齢者を活かしきれないことは大きな
損失である。また、困った時、ちょっとした助
けが必要な時に頼れるつながりは安心の基盤で
あり、その地域に住み続けたいという思いにも
つながるだろう。Aging  in  Placeを下支えするの
は、そこにおける人と人のつながりである、と
言えるのではないか。
　著者は2009年2月、東京大学に所属する多分
野の若手研究者から成る調査研究チームに参加
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し、柏市で郵送調査を実施した。今回の調査対
象となった豊四季台団地地域を含む柏市の7つ
のコミュニティエリアに在住する20歳以上を対
象に調査を実施し、1735票の有効回答を得た
（回収率42.1%）。2年ほど前のデータではあるが、
この2009年調査の集計結果を参考に、高齢化
する都市の「人と人のつながり」の課題を考えて
みたい。
　まずは基礎情報として、回答者の出生地をた
ずねた結果を示す（図2）。全体的に県外出身者
が多いが、中でも60代、70代では市内出身者
は5人に1人に満たない。柏市の現在の「高齢者」
の多くは日本全国からどこかの時点で柏市に移
住してきた者ということになる。
　次に、現在の主な生活行動範囲をたずねた結
果が図3である。若い年代、特に男性の50代以
下は、半数以上の人が近隣市外に日常生活行動

範囲が広がっている。これらの人々が柏市内や
居住地域で過ごす時間はかなり限られていると
考えられる。一方で80歳以上、特に女性では約
半数が居住地域内で生活している。ここから高
齢であるほど居住地域がいかに住み易いかがそ
の人の生活全般に影響することが示唆される。
　近所の人々との交流についてたずねたところ、
一般的に高齢の人ほどよく交流しているが、「挨
拶を交わす程度」「世間話をする程度」がそれぞ
れ3－4割を占め、「互いに相談したり物の貸し
借りをする程度」のつきあいは1割から2割で、
最も近所づきあいが活発な60代の男女でも2割
に留まった。さらには地域内の友人や知人に「あ
なたが困ったことがあった時に助けたり手伝っ
たりしてくれる人」がいるかを質問した（図4）。
どの年代でも男性で「いる」人の割合が低かった
が、特に留意すべきは男女ともに80歳以上で「い

図2　年代別にみた、出生地の割合

図3　性、年代別にみた、日常生活行動範囲の割合（左：男性、右：女性）
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る」と回答した割合が低かったことである。
　以上は調査のごく一部の結果であるが、これ
らから見えてくる大都市近郊における「人と人
のつながり」の状況とはどのようなものか。先述
のとおり柏市は高度経済成長期に一気に開発が
進み、働き盛りの世代が全国から集まりつくら
れたコミュニティが多い。上の調査結果からも、
いま60代から70代の住民の多くが県外出身者
である。転入してきて以来現役時代は都心で働
き多くの時間を市外で過ごし、住んでいる街に
特段つながりが無いまま年を重ね、さて地域で
過ごす時間が増えて初めて住んでいる街に目が
向く、という人が少なくないと考えられる。調
査結果からは、特に男性でその傾向が強いと言
える。高齢になるほど、特に80歳以上になると
居住地域の重要性は増すが、その一方で地域内
の友人を失ったり交流が遠のいたりすることで、
身近に頼れる友人や知人がいない人が増えると
考えられる。
　高齢になり地域に「戻ってきた」住民の地域と
のつながりをどのように構築するか、また80代、
90代の住民が安心して生活できるための「地域
の人と人のつながり」とはどのようなものか、検
討していくことが必要である。現在実施中の調
査では中高年の方にターゲットを絞り、人と人
のつながりの状況を詳しく質問している。さら
に、今後我々の行う「社会実験」によって住民同

士のつながりや意識がいかに変化していくか追
跡することで、これらの疑問の答えを見つけて
いきたいと考えている。

5.さいごに
　柏市での調査の準備が最終段階をむかえて
いた2011年3月11日、東日本大震災が発生し
た。柏市では地震そのものによる大きな被害は
無かったため、予定通り4月に調査を実施する
こととした。しかし本当に調査を行うべきなの
か、またこの一連の出来事により一人ひとりが
目に見える、見えないに関わらず様々な影響を
受ける中で収集した調査データが持つ意味は何
か、考える日々であった。一方で、被災地の多
くは高齢化の進んだ地域であり被災された方も
高齢の方が多かった。長期的な視野で地域復興
を計画し遂行していく中では、いかに高齢者を
はじめ誰もが安心して住み続けられるまちづく
りを実現するかは非常に重要な課題である。本
研究の主なテーマである「地域における人と人の
つながり」をいかにつくり、支え、残していくか
は、復興においても大きなテーマとなるだろう。
　期せずして震災直後に調査を行うこととなっ
たが、この調査を活かし分析結果をもとに本プ
ロジェクトを進め、超高齢時代のまちのあり方
についての知見を多方面に発信していきたいと
考えている。

図4　性、年代別にみた、地域内に助けたり手伝ったりしてくれる人がいる割合
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■パーソナル先端商品の利用状況（第26回）
（調査結果の概要）

1.利用率は、
ＡＶ関連機器等では、
・「ＢＳデジタル放送受信装置」36.9％と「地上デ
ジタル放送受信装置」40.4％が、今年年７月に
迫るデジタル放送完全移行に向けてさらに利
用率を伸ばした。
・「液晶テレビ」利用率は、70.0％に達した。一
方、「プラズマテレビ」の利用率は１割強にと
どまっている。
パソコン関連機器等では、
・毎年増加傾向にある「ノート／ブック型」は、

今回41.0％に利用率を伸ばし、「デスクトップ
型」（32.1％）との差がさらに開いた。
通信関連機器等では、
・「インターネットの利用」は横ばいの５割強。
「（有線の）ブロードバンド回線」と切り離した
「無線ブロードバンド回線」の利用率は13.8％。
・「携帯電話（計）」の利用率は、上昇を続けてい
るものの、８割台に入ってからは伸び率が低
くなっていたが、今回は4.2ポイント増加して
88.1％となった。今回新たな項目として追加
した、「スマートフォン」は、8.9％であった。

　当社が例年実施している「パーソナル先端商品の利用状況」調査について今年の結果を報告します。
この調査は 1986年 11月から毎年行っており、今回が26回目です。調査は、20歳以上の全国 2,000
人の男女個人を対象として、2011年 3月、個別面接方式で行い、有効回収数は1,235でした。
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ＢＳアナログ放送受信装置
ＢＳデジタル放送受信装置
ＣＳ放送受信装置
地上デジタル放送受信装置
ケ－ブルテレビ（ＣＡＴＶ・有線テレビ）
液晶テレビ
プラズマテレビ
３Ｄテレビ
デジタルビデオカメラ
デジタル一眼レフカメラ
デジタルカメラ（一眼レフ以外）
ＭＤプレーヤー
ＤＶＤ・ＨＤＤレコーダー／プレーヤー
ブルーレイレコーダー／プレーヤー
携帯メモリーオーディオ（ｉＰｏｄなど）
家庭用ゲーム機
携帯ゲーム機
電子ブックリーダー
パソコン（計）
 タブレット型パソコン
 ミニノートパソコン
 ノート／ブック型パソコン
 デスクトップ型（据置き型）パソコン
パソコン用プリンター
スキャナー
携帯型情報端末
インターネットの利用
ブロードバンド回線の利用
無線ブロードバンド回線の利用
インターネット電話（ＩＰ電話）
携帯電話（計）
 スマートフォン
 携帯電話
ＰＨＳ
家庭用ファクシミリ

利用率 利用意向

Ａ
Ｖ
関
連
機
器

パ
ソ
コ
ン
関
連
機
器

通
信
関
連

＊「パソコン（計）」の利用意向率には、現在すでにいずれかのタイプのパソコンを使っている人の他タイプへの利用意向を含む
＊「携帯電話（計）」の利用意向率には、現在すでに「携帯電話」 「スマートフォン」いずれかを使っている人のそれぞれへの利用意向を含む

図表１　利用率・利用意向率
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率

全体 28.7 36.9 9.0 40.4 26.7 70.0 12.3 1.1 28.6 8.8 50.3 24.8 53.4 19.2 11.8 35.5 27.1 0.9 

20代 24.6 24.7 7.8 32.5 17.6 64.2 10.7 2.1 33.9 8.5 56.8 34.0 69.6 22.7 32.5 60.8 49.1 0.7

30代 19.7 28.8 6.8 33.9 24.9 70.3 15.9 1.3 42.5 12.0 70.8 37.9 72.1 30.9 13.7 62.2 45.1 1.3

40代 26.9 28.5 12.7 43.8 31.0 75.1 11.2 1.4 44.4 10.4 66.0 30.7 66.3 25.9 17.1 48.9 40.6 2.3

50代 37.6 44.2 12.7 45.5 31.3 75.3 10.5 0.9 28.5 9.2 52.1 29.3 57.8 18.4 8.9 33.6 25.5 1.0

60歳以上 31.5 46.0 7.2 43.0 27.2 67.5 12.4 0.7 12.7 6.5 30.0 10.2 30.2 9.5 2.0 7.5 4.4 0.0

年代差 (17.9) (21.3) (5.9) (13.0) (13.7) (11.1) (5.4) (1.4) (31.7) (5.5) (40.8) (27.7) (41.9) (21.4) (30.5) (54.7) (44.7) (2.3)

利
用
意
向
率

全体 1.3 3.8 3.1 4.1 1.8 6.1 2.7 7.4 3.5 4.1 2.1 0.7 0.8 10.3 2.5 1.7 1.3 3.3

20代 1.4 7.1 5.6 4.9 1.4 7.7 5.5 10.5 8.4 6.4 2.0 1.4 2.1 17.6 5.6 3.6 0.7 5.6

30代 2.1 6.0 5.2 3.9 3.4 8.1 3.9 9.0 6.5 6.0 2.2 0.4 0.8 12.9 3.4 2.1 2.6 4.3

40代 2.9 4.2 6.3 3.7 3.7 7.9 2.0 11.0 2.5 6.3 2.9 1.0 0.0 13.8 2.9 3.2 1.8 4.0

50代 0.4 3.2 1.0 5.1 0.6 5.4 1.6 8.5 1.6 1.6 1.2 0.6 0.0 10.7 2.2 0.9 0.9 4.2

60歳以上 0.4 1.6 0.7 3.6 0.9 4.0 2.0 3.5 1.3 2.4 2.2 0.4 0.9 4.6 0.9 0.4 0.9 1.1

年代差 (2.5) (5.5) (5.6) (1.5) (3.1) (4.1) (3.9) (7.5) (7.1) (4.8) (1.7) (1.0) (2.1) (13.0) (4.7) (3.2) (1.9) (4.5)
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電

話

Ｐ
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家

庭
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フ
ァ
ク
シ
ミ
リ

利　

用　

率

全体 65.7 4.0 11.8 41.0 32.1 48.9 19.2 5.6 51.5 38.1 13.8 10.8 88.1 8.9 85.9 1.9 40.7

20代 83.7 7.1 19.6 52.7 31.8 46.7 19.1 17.5 69.0 46.3 21.8 7.7 97.9 23.1 92.9 1.5 24.0

30代 87.1 6.0 14.1 54.1 45.9 68.7 30.0 4.7 71.6 58.7 20.2 16.7 98.7 12.4 94.0 1.7 49.0

40代 82.4 3.4 15.6 54.5 41.6 63.9 27.7 5.3 69.3 52.9 19.0 15.4 96.6 7.6 95.1 2.8 47.6

50代 71.0 4.0 12.2 47.8 36.2 56.7 22.1 5.5 54.9 41.0 16.6 15.3 90.6 9.8 88.3 3.1 48.5

60歳以上 38.3 2.0 5.7 20.9 19.4 29.7 8.8 1.7 25.5 16.9 3.9 5.0 74.2 1.8 73.9 1.1 36.4

年代差 (48.8) (5.1) (13.9) (33.6) (26.5) (39.0) (21.2) (15.8) (46.1) (41.8) (17.9) (11.7) (24.5) (21.3) (21.2) (2.0) (25.0)

利
用
意
向
率

全体 13.0 5.6 3.4 4.1 2.0 1.6 1.3 1.2 3.2 1.5 1.3 1.4 12.3 11.5 0.7 0.3 1.8

20代 21.7 11.2 3.5 7.0 3.4 1.4 0.7 1.4 0.7 1.4 2.1 2.9 16.2 16.2 0.0 0.7 2.0

30代 16.7 6.5 6.9 3.4 2.6 1.7 2.2 0.9 4.3 2.1 2.1 3.0 16.8 16.8 0.0 0.0 2.2

40代 14.5 7.1 4.1 4.6 1.0 2.9 2.0 1.9 2.3 2.4 2.5 1.5 16.9 16.9 0.0 0.0 1.5

50代 11.4 6.4 1.3 2.5 2.2 1.0 1.0 2.2 4.8 0.6 0.6 1.2 12.0 10.5 1.5 0.0 1.0

60歳以上 7.9 2.0 2.4 3.8 1.5 1.3 0.9 0.4 3.3 1.3 0.4 0.2 6.6 5.3 1.4 0.4 2.0

年代差 (13.8) (9.2) (5.6) (4.5) (2.4) (1.9) (1.5) (1.8) (4.1) (1.8) (2.1) (2.8) (10.3) (11.6) (1.5) (0.7) (1.2)

（注）網かけ太字の部分は、全年代の中で最も数値の高いもの

図表2　年代別利用率・利用意向率 （％）

2.今後の（新規）利用意向は、
・「スマートフォン」が最も高く、利用率（8.9％）
を超える11.5％の高い利用意向率となってお
り、今後の利用率の変化が注目される。一方、
利用率が８割台半ばの「携帯電話」では、利用
意向率は0.7％と低くなっている。
・「ブルーレイプレーヤー／レコーダー（パソコ
ン、ゲーム機の機能も含む）」10.3％、今回か
ら新規追加の「3Dテレビ」7.4％などが、「スマー
トフォン」に続いて利用意向上位を占める。

・前回利用意向率が最も高かった「液晶テレビ」
は、10.4ポイント減の6.1％であった。「３Ｄ
テレビ」は、利用率は1.1％とまだ低いものの、
利用意向率は7.4％と液晶テレビを上回ってい
る。
・「パソコン（計）」は、13.0％の高い利用意向率
であったが、内訳をみると、最も利用意向率
が高かったのは、今回新規項目の「タブレット
型」の5.6％であった。

AV 関連機器

パソコン関連機器 通信関連
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4月の時事世論調査
　4月の時事世論調査の結果が
まとまった。菅内閣の支持率は
前月比1.6ポイント増の20.5％、
不支持率は同1.3ポイント減の
61.6％となった。3月11日の東
日本大震災後初めての調査と
なったが、支持率は3ヵ月ぶりに
２割台に戻ったものの依然とし
て低水準にとどまっている。菅
首相の大震災や福島第一原発事
故の対応について、77.0％の人
が指導力を「発揮していない」と
答えている。
　調査は被災した宮城、福島両
県と茨城県の一部を除く全国の
成人男女1925人を対象に、個別
面接聴取法で4月15日から18日
に実施。有効回収（率）は1295
（67.3％）だった。

　この時期の動きを見ると、国
内では、三陸沖を震源とする国
内観測史上最大のマグニチュー
ド9.0の巨大地震が発生、宮城県
北部の震度７をはじめ北日本か
ら関東にかけ強い揺れを記録し
た。また、発生直後に、最大10メー
トル超の津波が襲い、大火災も
発生、東北地方の太平洋沿岸部
に壊滅的な被害をもたらした（3
月11日）。
　震災によって、東京電力福島
第一原子力発電所内で事故が発
生。政府は、原子力災害対策特
別措置法に基づく初の「原子力緊
急事態宣言」を発令。同原発半径
３キロ以内の住民を避難させる
よう地元自治体に指示（同11日）。
　九州新幹線鹿児島ルートは、
博多―鹿児島中央駅間（257キ
ロ）の全線が開業した。これで昨

日）。
　福島第一原発の放射能漏れの
影響で、日本産食品などの輸入
を停止する措置がアジア各地で
相次いで発表され、拡大してい
る（同23日）。
　財政危機に直面しているポル
トガル政府は、欧州連合（EU）に
緊急支援を要請した。08年の金
融危機後、ＥＵの緊急支援を受
けるユーロ圏の国は、ギリシャ、
アイルランドに続いて3ヵ国目（4
月6日）。

　政党支持率は、民主党が前月
比2.5ポイント減の10.0％。自民
党は2.6ポイント増の17.6％で、
6ヵ月連続で民主党を上回り、両
党の差は7.6ポイントに開いた。
支持政党なしは2.0ポイント減の
62.3％。

　国民の景気感は、「良くなっ
た」は前月より2.6ポイント減の
2.7％。「悪くなった」は23.4ポイ
ント増の63.9％。この結果、時
事世論景気指数は大幅悪化し、
前月の91から47に低下した。

　昨年の今頃と比べて暮らし向
きは、「楽になった」は2.7％と前
月と変わらず、「苦しくなった」
は32.6％（同31.7％）と微増にと
どまった。

年12月に全線開業した東北新幹
線の新青森駅から鹿児島中央駅
まで約2000キロが新幹線でつな
がった（同12日）。
　東日本巨大地震の津波被害を
受けた福島第一原発の１号機で
12日に水素爆発が起きたのに続
き、同３号機でも水素爆発があっ
た（同14日）。
　東京電力は、震災による電力
供給力不足に対応するため、管
内１都８県で地域ごとに停電を
行う「計画停電」に初めて踏み
切った（同14日）。
　福島第一原発では、高濃度汚
染水の貯蔵先を確保するため、低
濃度の汚染水の海への放出を開
始（4月4日）。
　日本相撲協会は１日、八百長
に関与したと認定した幕内、十
両力士ら計23人に対して、「引退
勧告」「退職勧告」などの厳罰を
通告。弟子が関与した師匠17人
も降格処分を受けた。さらに幕内
と十両力士の２人に引退を勧告、
それぞれの師匠２人を降格とし
た。八百長関与を認定された者
は25人となった（４月11日）。
　第17回統一地方選の前半戦が
投開票された。民主党は自民党
と直接対決となった北海道と三
重県の知事選で敗北。41道府県
議選でも野党だった前回並みに
とどまった （同11日）。
　原子力安全・保安院は、福島
第一原発事故の深刻度を示す国
際的な事故評価尺度の評価を、
レベル５から最悪の７へ引き上
げた。チェルノブイリ原発事故
と同じ評価（同12日）。
　交通事故で入院中の15歳未満
の少年が、12日改正臓器移植法
に基づく国内初の脳死と判定さ
れ、大阪大病院など5病院で臓
器移植手術が行われた（同14日）。

　国外では、最高指導者カダフィ
氏が反体制派への攻撃を続ける
リビア情勢を受け、米英仏を中
心とする多国籍軍がリビアに対
して軍事介入を開始した（3月19

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2004年 05年 06年 07年 08年 09年 10年
131.4 131.1 143.7 117.2 42.0 61.0 96.8
10年（４月）（５月）（６月）（７月）（8月）（9月）（10月）

109 105 111 109 111 92 86
（11月）（12月）11年（１月）（２月）（３月）（４月）
94 97 115 109 91 47

（上段：4月、下段：3月）
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